
野辺地町耐震改修促進計画 新旧対照表 

改正案 現 行 ﾍﾟｰｼﾞ数 

○野辺地町耐震改修促進計画 ○野辺地町耐震改修促進計画  

平成２０年３月 策定 平成２０年３月 策定  

令和 元 年５月 最終改定 平成２９年３月 最終改定  

［略］ ［略］  

１ 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 ［略］ １ 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 ［略］  

２ 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策 

 (1) 耐震診断及び耐震改修に係る基本的な取組方針 ［略］ 

２ 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策 

 (1) 耐震診断及び耐震改修に係る基本的な取組方針 ［略］ 
 

 (2) 耐震診断及び耐震改修の促進を図るための支援策 

 町では、建築物の耐震診断・改修の必要性等についての積極的

な普及・啓発を行うと共に、促進も図っていく。 

 以下の取り組みにより、町では、支援を行っていく。 

 

① 野辺地町木造住宅耐震診断支援事業 

 対象となる木造住宅に対して、耐震診断の推進を図る。 

② 野辺地町木造住宅木造住宅耐震改修支援事業 

 対象となる木造住宅耐震改修リフォーム等の促進を図る。 

③ 野辺地町ブロック塀耐震改修促進支援事業 

 対象となるブロック塀の耐震診断、除却、建替え（除却・新

設）、改修等の促進を図る 

 (2) 耐震診断及び耐震改修の促進を図るための支援策 

 町では、建築物の耐震診断・改修の必要性等についての積極的

な普及・啓発を行うと共に、促進も図っていく。 

 以下の取り組みにより、町では、支援を行っていく。 

 

① 野辺地町木造住宅耐震診断支援事業 

 対象となる木造住宅に対して、耐震診断の推進を図る。 

② 野辺地町木造住宅木造住宅耐震改修支援事業 

 対象となる木造住宅耐震改修リフォーム等の促進を図る。 

③ 野辺地町ブロック塀耐震改修促進支援事業 

 対象となるブロック塀の耐震診断、除却、建替え（除却・新

設）、改修等の促進を図る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 

(3) 安心して耐震診断及び耐震改修を行うことができる環境整備 

① 建築士等の技術向上の促進 ［略］ 

(3) 安心して耐震診断及び耐震改修を行うことができる環境整備 

① 建築士等の技術向上の促進 ［略］ 
 

 

 

 

 

 

 



改正案 現 行 ﾍﾟｰｼﾞ数 

② 町民への情報提供 

 町では、県と連携し、町民に対し、耐震診断・改修に関す

る情報提供を積極的に行っていく。 

 町のホームページには「野辺地町耐震改修促進計画」や

「野辺地町防災ガイドマップ」、「ブロック塀点検のチェッ

クポイント」、耐震改修に関する情報を公表するなど、イン

ターネットを活用した耐震施策の啓発にも取り組んでいく。 

 また、県が作成した「青森県木造住宅耐震改修ガイドブッ

ク」及び「青森県木造住宅耐震化マニュアル」を活用し、耐

震診断・改修の普及を図るため、町民へ情報を発信してい

く。 

② 町民への情報提供 

 町では、県と連携し、町民に対し、耐震診断・改修に関す

る情報提供を積極的に行っていく。 

 町のホームページには「野辺地町耐震改修促進計画」や

「野辺地町防災ガイドマップ」、「ブロック塀点検のチェッ

クポイント」、耐震改修に関する情報を公表するなど、イン

ターネットを活用した耐震施策の啓発にも取り組んでいく。 

 また、県が作成した「青森県木造住宅耐震改修ガイドブッ

ク」及び「青森県木造住宅耐震化マニュアル」を活用し、耐

震診断・改修の普及を図るため、町民へ情報を発信してい

く。 

 

 

 

 

８ 

(4) 町所有の公共建築物の耐震化促進 ［略］ (4) 町所有の公共建築物の耐震化促進 ［略］  

(5) 地震時に通行を確保すべき道路 

 町は、建築物又は建築物に付属する塀が地震によって倒壊し

た場合において、その敷地に接する道路の通行を妨げ、多数の

者の円滑な避難を困難とすることを防止するため、地震時に通

行を確保すべき道路として、青森県緊急輸送道路ネットワーク

計画（資料3参照）に定められた第1次、第2次緊急輸送道路を

法第5条第3項第3号に規定する道路として位置づけ、沿道の特

定建築物（法第14条第3号に規定する建築物）及びブロック塀

等の耐震化を促進する。 

(5) 地震時に通行を確保すべき道路 

 町は、建築物まは建築物に付属する塀が地震によって倒壊し

た場合において、その敷地に接する道路の通行を妨げ、多数の

者の円滑な避難を困難とすることを防止するため、地震時に通

行を確保すべき道路として、青森県緊急輸送道路ネットワーク

計画（資料3参照）に定められた第1次、第2次緊急輸送道路を

法第5条第3項第3号に規定する道路として位置づけ、沿道の特

定建築物（法第14条第3号に規定する建築物）およびブロク塀

等の耐震化を促進する。 

 

８ 

 

 

 

 

 

 

８ 

３ 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普

及に関する事項 ［略］ 

３ 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普

及に関する事項 ［略］ 
 

４ 特定建築物の所有者に対する耐震診断又は耐震改修の指導等の

方針 ［略］ 

４ 特定建築物の所有者に対する耐震診断又は耐震改修の指導等の

方針 ［略］ 
 

 

 

 

 



改正案 現 行 ﾍﾟｰｼﾞ数 

５ その他建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関し必要な事項 

 (1) 関係団体による協議会等の設置 ［略］ 

５ その他建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関し必要な事項 

 (1) 関係団体による協議会等の設置 ［略］ 
 

(2) ブロック塀等安全確保に関する対象道路 

 本計画２-(2)-③野辺地町ブロック塀耐震改修促進支援事業の対

象となる道路は、次の通学路及び避難路とする。 

① 通学路 

 学校保健安全法（昭和３３年法律第５６号）第２７条に基づ

く学校安全計画において、学校が設定し野辺地町教育委員会に

報告した児童・生徒の通学の安全の確保と、教育的環境維持の

ために指定している道路(建築基準法（昭和２５年法律第２０

１号）第４２条に規定する道路及び不特定の者が一般の用に供

している道) 

② 避難路 

 野辺地町地域防災計画（平成２８年１０月改定）に基づく避

難路若しくは野辺地町防災ガイドマップ（平成２８年２月）で

示された避難経路で、指定避難所等へ避難のために通行する道

路 

(新設) (2) ブロック塀等安全確保に関する対象道路 

 本計画２-(2)-③野辺地町ブロック塀耐震改修促進支援事業の対

象となる道路は、次の通学路及び避難路とする。 

① 通学路 

 学校保健安全法（昭和３３年法律第５６号）第２７条に基づ

く学校安全計画において、学校が設定し野辺地町教育委員会に

報告した児童・生徒の通学の安全の確保と、教育的環境維持の

ために指定している道路(建築基準法（昭和２５年法律第２０

１号）第４２条に規定する道路及び不特定の者が一般の用に供

している道) 

② 避難路 

 野辺地町地域防災計画（平成２８年１０月改定）に基づく避

難路もしは野辺地町防災ガイドマップ（平成２８年２月）で示

された避難経路で、指定避難所等へ避難のために通行する道 

路 

１１ 

(3) その他 

 本計画は、耐震化の進捗状況や新たな施策の実施等にあわせ

て、適宜、見直しができるものとする。 

(2) その他 

 本計画は、耐震化の進捗状況や新たな施策の実施等にあわせ

て、適宜、見直しができるものとする。 

１１ 

資料 

１～３  ［略］ 

資料 

１～３  ［略］ 
 

建築物の耐震改修の促進に関する法律（抜粋） ［略］ 建築物の耐震改修の促進に関する法律（抜粋） ［略］  

建築物の耐震改修の促進に関する法律施行令（抜粋） 

第１条～第３条  ［略］ 

建築物の耐震改修の促進に関する法律施行令（抜粋） 

第１条～第３条  ［略］ 
 

 

 

 



改正案 現 行 ﾍﾟｰｼﾞ数 

（通行障害建築物の要件） 

第４条  法第５条第３項第２号の政令で定める建築物は、次に掲げ

るものとする。 

(1) そのいずれかの部分の高さが、当該部分から前面道路の境界

線までの水平距離に、次のイ又はロに掲げる場合の区分に応

じ、それぞれ当該イ又はロに定める距離(これによることが不

適当である場合として国土交通省令で定める場合においては、

当該前面道路の幅員が十二メートル以下のときは六メートルを

超える範囲において、当該前面道路の幅員が十二メートルを超

えるときは六メートル以上の範囲において、国土交通省令で定

める距離)を加えた数値を超える建築物(次号に掲げるものを除

く。) 

イ 当該前面道路の幅員が十二メートル以下の場合 六メート

ル 

ロ 当該前面道路の幅員が十二メートルを超える場合 当該前

面道路の幅員の二分の一に相当する距離 

(2) その前面道路に面する部分の長さが二十五メートル(これに

よることが不適当である場合として国土交通省令で定める場合

においては、八メートル以上二十五メートル未満の範囲におい

て国土交通省令で定める長さ)を超え、かつ、その前面道路に

面する部分のいずれかの高さが、当該部分から当該前面道路の

境界線までの水平距離に当該前面道路の幅員の二分の一に相当

する距離(これによることが不適当である場合として国土交通

省令で定める場合においては、二メートル以上の範囲において

国土交通省令で定める距離)を加えた数値を二・五で除して得

た数値を超える組積造の塀であって、建物(土地に定着する工

作物のうち屋根及び柱又は壁を有するもの(これに類する構造

のものを含む。)をいう。)に附属するもの 

（通行障害建築物の要件） 

第４条 法第５条第３項第２号 の政令で定める建築物は、そのいず

れかの部分の高さが、当該部分から前面道路の境界線までの水平

距離に、次の各号に掲げる当該前面道路の幅員に応じ、それぞれ

当該各号に定める距離（これによることが不適当である場合とし

て国土交通省令で定める場合においては、当該幅員が１２メート

ル以下のときは６メートルを超える範囲において、当該幅員が十

二メートルを超えるときは６メートル以上の範囲において、国土

交通省令で定める距離）を加えたものを超える建築物とする。 

(1) 十二メートル以下の場合 六メートル 

(2) 十二メートルを超える場合 前面道路の幅員の二分の一に相当

する距離 

 

３２ 

 


